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研究成果の概要：本研究は、18 世紀におけるオランダ東インド会社のアジア間貿易を、『バタ

ヴィア経理局長文書』等のオランダ東インド会社の諸記録を駆使して、パイロット・スタディ

ー的に検討したものである。貿易に関しての各種数量データならびに各商品の生産・販売状況

に関する文章情報を収集・分析するとともに、オランダ東インド会社の関係文書から、オラン

ダ東インド会社に競合する商人集団の貿易活動についても検証し、当該期のアジア間貿易の全

体像把握に努めつつ、アジアにおける国際分業システムの変容についての考察も試みた。 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 18世紀におけるアジア経済の多様性に関
し、近年、研究の関心動向が高まりつつある。
たとえば、近世アジア経済の研究は A.G. 
Frank 等がその必要性を喚起しているし、く
わえて、K. Pomeranz の研究は、18 世紀以
後の中国揚子江デルタ地域に代表されるア
ジア経済について、西洋経済との相対的把握
の重要性を示唆している。いずれにせよ、世
界経済が、本格的な工業化ならびに植民地化
の時代にはいる直前期が 18 世紀にあたるた

め、日本を含むアジア経済の実証的な研究の
蓄積が期待されている。 
(2) 本研究は、18 世紀という「近世」期を対
象とするものではあるが、19 世紀以降の近代
に関しては、すでにアジア間貿易ならびにア
ジアの貿易ネットワークについての多数の
研究業績が内外で豊富に蓄積されている。こ
うした近代に関する研究に比して、近世期の
研究蓄積は極めてわずかである。近世アジア
間貿易に関する研究は、近代アジア間貿易史
研究でこれまでに構築されてきた分析手法
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などに学びつつ、研究を実施しうることが可
能な状況にあり、また、近世アジア間貿易に
関する研究は近代アジア間貿易の歴史的規
定性を検討することにもなりうる状況にあ
る。 
(3) また、世界経済の一体化ないしはグロー
バル化の歴史的起源をめぐる議論が、いわゆ
るグローバル・ヒストリー研究の枠組みで近
年、国際的に盛んになりつつある。オランダ
東インド会社(VOC)は、17・18 世紀にヨーロ
ッパとアジアを結ぶ極めて有力な商業組織
であったため、オランダ東インド会社が作成
した文書を利用した研究は、グローバル・ヒ
ストリー研究のひとつとなりうると考えら
れる。しかし、このような意図をもった研究
は、これまであまり見られない。その理由と
しては、オランダ語という特殊言語の壁と、
オランダ東インド会社の会計帳簿解読の困
難さという障壁があったことが挙げられよ
う。 
 
 
２．研究の目的 
(1) オランダ東インド会社史料を広範に用
い、日本を含む近世アジア経済の歴史分析に
おける有用性を検証することが第一の目的
である。たとえば、日本では、長崎出島のオ
ランダ商館記録を使った研究、あるいは東洋
史研究の一環として一国や一港市の研究は
既になされているが、多数の商館データを駆
使し、会社のアジア間貿易全体を把握しよう
とする研究は未だなされていない。こうした
状況は、海外でも概して同様である。一方、
K. Glamannなどによるオランダ東インド会社
の会社史・貿易史研究は上記の範疇からは外
れるが、こうした研究は、一般的に、アジア
と本国間の貿易を分析することを主眼とす
るのが普通であった。このような一種の閉塞
状態にある状況を打破するために、次項に掲
げる史料を研究の基盤に据えることにする。 
(2) 現在のインドネシアのジャカルタにあ
たるバタヴィアは、オランダ東インド会社が
アジアで貿易活動を行うための最も重要な
拠点であった。この地には、アジア内部での
会社の最高意思決定機関であるインド政庁
がおかれたが、この一部局である、バタヴィ
ア経理局は、アジア各地の商館から会計帳簿
などの提出を受け、経理の集計を行っていた。
この部局の作成した文書は、18世紀に関して
は現存しており、オランダの国立公文書館に
保存されている。本研究は、この史料を駆使
することによって、18世紀におけるオランダ
東インド会社のアジア間貿易を分析するこ
とにする。 
(3) 本研究代表者は、すでに、オランダ東イ
ンド会社による日本銅のアジア間貿易につ
いての研究を行っており、その成果を出版し

て い る (Ryuto Shimada, The Intra-Asian 
Trade in Japanese Copper by the Dutch East 
India Company during the Eighteenth 
Century (Leiden and Boston: Brill Academic 
Publishers, 2006)。この先行研究では、『バ
タヴィア経理局長文書』を多用し、日本銅の
貿易に関しては、当該史料の有効性を十分に
確認している。また、史料の解読・分析手法
も構築済みでもある。したがって、本研究代
表者がこれまで行ってきた日本銅の近世ア
ジア間貿易の研究を、本研究のパイロット・
スタディーとして位置づけ、本研究で他の商
品の分析も開始し、総合的なオランダ東イン
ド会社のアジア間貿易の実態とアジアの国
際分業体制を解明することが本研究の最終
目的となる。 
(4) なお、本研究は、2006年度に開始された
が、初年度は、特別研究促進費（若手研究(B)
相当）として採択されている。これは、「年
複数回応募の試行」により、日本の大学に専
任の講師として着任した初年度から科学研
究費補助金を交付されることが可能となっ
たためである。本研究代表者は、2005 年度ま
で 5年間にわたりオランダのライデン大学で
研究に従事しており、2006年 4月から日本の
大学に赴任することになった。そのため、こ
れまでの研究を継続・発展させるためには、
常時の利用が不可欠なオランダ東インド会
社関係史料(のマイクロフィルム)及び基本
図書が日本国内には十分には存在せず、至急、
取り揃える必要があった。本研究に対する科
学研究費補助金の交付により、即座にマイク
ロフィルムや図書等の供与を得て、研究環境
を充実させることも本研究の目的のひとつ
であり、これは本補助金制度の趣旨にかなっ
たものでもある。 
 
 
３．研究の方法 
(1) 18世紀の全年度にわたる貿易データの収
集は時間的にも人員的にも不可能であるた
め、100 年を 20年ごとに 5期に分け、代表年
を選び、データを収集し分析する。前述の通
り、アジア各地商館の会計諸記録(仕訳帳、
総勘定元帳、送状等)を要約した『バタヴィ
ア経理局長文書(Archief van de Boekhouder- 
Generaal te Batavia, 1700-1801)』が現存
するため、アジア各地の主要商館（日本、中
国、シャム、バタヴィア、ベンガル、コロマ
ンデル、セイロン、マラバール、グジャラー
ト、スマラン、マカッサル、アンボン等）を
地理的対象とし、金、銀、胡椒、砂糖、コー
ヒー、茶、鹿皮、鮫皮、蘇木、綿織物、銅、
錫等の主要商品の貿易について、数量および
価格のデータを収集・分析する。 
(2) オランダ東インド会社史料からアジア
市場情報の文書データを収集する。主に『オ



 

 

ランダ東インド会社文書(Archieven van de 
Verenigde Oostindische Compagnie, 1602 - 
1795)(VOC 文書)』のうち、バタヴィア政庁の
「 イ ン ド 参 事 会 決 議 録 副 本 (Kopie- 
Resoluties van Gouverneur-Generaal en 
Raden)」を対象とする。これにより、アジア
各地商館からの各商品の生産・販売・消費情
報とバタヴィア政庁の貿易政策が判明し、数
量データの研究で見落としがちな点を拾い
上げ、貿易の全体像を把握することが可能と
なる。 
(3) オランダ東インド会社に競合的なアジ
ア間貿易を行った商人諸集団の活動を分析
する。VOC 文書から、これらの商人（ヨーロ
ッパ各国の東インド会社や自由貿易商人、中
国人やイスラム系商人等）の活動をうかがい
知ることができる。とくに、本研究では、東
南アジアのシャム商館ならびに南アジアの
コロマンデル商館の記録のうち、非オランダ
船の出入港船舶記録を主たる分析対象とす
る。この記録はオランダ東インド会社船以外
の船舶記録で、船積貨物の情報も含んでおり、
船籍国、船員数、入出港日、輸出品の数量な
どが判明する。 
 
 
４．研究成果 
(1) 研究の成果としては、後述のとおり、雑
誌論文 4 件、学会発表 15 件、図書 4 件があ
る。なお、雑誌論文のうち、1 件は書評であ
る。また、学会発表には比較的小規模の研究
会での報告も含んでいる。さらに、図書 4件
のうち、1 件は辞典の項目執筆（2 項目）で
あり、その他の 3 件は、各々、実質的には論
文である。このほかにも、本研究の成果の一
部とみなしうるものとして、現在、印刷中の
論文や、学会・研究会での報告の予定が複数
ある。 
(2) 研究の主たる成果の内容としては、オラ
ンダ東インド会社のアジア間貿易の実態解
明と、それに基づく 18 世紀アジアの国際分
業システムの解明の手掛かりを得たことで
ある。 
① そもそも、オランダ東インド会社が行っ
た数々の貿易活動は、ヨーロッパ本国とアジ
ア各地を結ぶ貿易とアジア諸港間をつなぐ
アジア間貿易とに二分できる。もちろんアジ
ア間貿易の交易ルートはほぼ無数といえよ
うが、距離的にも金額的にも規模の大きい、
いわば大動脈的幹線は、日本と南アジア、大
陸部東南アジアを結ぶいわば三角貿易にあ
った。すなわち、日本からは、金・銀・銅が
南アジアへ輸出され、南アジアでは引き換え
に綿織物が輸出される。このインド製の綿織
物はシャムに代表される大陸部東南アジア
の諸港に運ばれ、これを資本として日本市場
向けの商品、すなわち、鹿皮や鮫皮、蘇木、

さらには再輸出品のこともあったが生糸な
どが調達された。こうした三角貿易をなすア
ジア間貿易からの利益は、銀やインド産綿織
物の形で、胡椒・香辛料、のちには砂糖とい
ったヨーロッパ市場向けの商品購入の資金
として、インドネシア諸島での購入に用いら
れたのであった。こうしたオランダ東インド
会社のアジア間貿易は 17 世紀中に成立を見
たと考えられ、18世紀初頭までは残存してい
たことがうかがえるが、18世紀を通じて一般
に言えることは、以上のアジア間貿易モデル
の変容である。この理由としては、第一には、
アジア経済における中国経済の台頭がある。
中国が、東南アジアから錫や胡椒の輸入を増
大させる一方、ヨーロッパ市場向けの茶の輸
出を増加させた。また、日本からの貴金属や
銅などの輸出が衰退したことによって、アジ
ア間貿易における日本の重要性が低下し、日
本、南アジア、大陸部東南アジアを結ぶ三角
貿易にもかげりが見えるようになった。とく
に、南アジアでの綿織物輸出はヨーロッパ市
場向けに重点をおくようになるとともに、大
陸部東南アジアでの貿易はオランダ東イン
ド会社にとって、ほとんど不必要になりつつ
あったのである。 
② 17 世紀同様、18 世紀においても、オラン
ダ東インド会社は、アジア間貿易で独占的な
地位を勝ち得ていたことはない。つねに、他
国の東インド会社やヨーロッパ系の自由貿
易商人、さらには、中国人商人などといった
アジア人商人との競争にさらされていた。日
本貿易を例にとれば、長崎での貿易は、中国
人商人とオランダ東インド会社のみに許さ
れており、前者が中国市場との貿易、後者が、
東南アジア、南アジアならびにヨーロッパ市
場との貿易といった具合に、棲み分けていた
と一般には考えられがちである。しかし、実
態としては、日本国外で日本貿易をめぐるオ
ランダ東インド会社と他者との角逐はつね
に存在していた。18世紀初頭には、日本から
中国船によって輸出された日本銅が、シャム
のアユッタヤーなどでヨーロッパ系の自由
貿易商人に転売され、オランダ東インド会社
にとって最大の日本銅販売先であった南ア
ジアに再輸出されていた。また、18世紀末ご
ろには、ヨーロッパ製品が、中国船によって
も日本にもたらされ、オランダ東インド会社
にとって脅威となっていた。長崎来航の中国
人商人は、イギリスの広東貿易のルートを通
じて、ヨーロッパ製品を入手していたのであ
る。 
③ かくして、18 世紀におけるアジア経済、
さらには世界経済の国際分業の変化に伴う、
アジア間貿易の変容が様々な形で生じたの
であるが、オランダ東インド会社は、こうし
た変化にはできる限り柔軟に対応し、利益を
確保することに努めていた。商館の新設や廃



 

 

止をすすめたり、貿易ルートの変更をおこな
ったりすることで対処を試みたのであった。 
(3) なお、本研究では、当初の予想を超え、
副産物的な研究の成果もあげることができ
た。本研究は、オランダ東インド会社の経営
史的な分析も結果としては有しており、研究
の実施にあたっては、会社の組織上の実態の
把握も意識的に行ってきた。その結果、とく
にオランダ東インド会社の貿易活動の担い
手のうちの最下層をなす奴隷について若干
の成果も得ていることを付記しておく。 
(4) 得られた成果の国内外における位置づ
けとインパクトについては、研究開始から未
だ 3年しか経過していないため、厳密な評価
は困難である。しかし、この 3年間において
も、すでに国内外の研究会・大学等から研究
報告の招待を受けたことなどを考えると、ポ
ジティブな評価を下しうるといえるであろ
う。くわえて、本研究代表者はこれまで一貫
して、『バタヴィア経理局長文書』の研究上
の重要性を検証し、公表してきたが、これが
重要な契機のひとつとなって、本文書を利用
した貿易データベース化のプロジェクトが、
オランダ国立歴史研究所で 2008 年春に開始
されたことは特筆に値する。このプロジェク
トは、『バタヴィア経理局長文書』のうち、
とりわけバタヴィアでの貿易活動に焦点を
あて、可能な限りすべての貿易統計をデータ
ベース化し、一般に公開するというものであ
る。データベースの完成は、2010年夏に予定
されており、18世紀におけるオランダ東イン
ド会社のアジア間貿易の研究は、飛躍的に進
歩することになると期待できよう。 
(5) 今後の展望に関して一言すれば、以後は、
特定の地域、例えば長崎やバタヴィア、アユ
ッタヤーなどに焦点をあてた研究が重要に
なると考えられる。本研究の前に実施したオ
ランダ東インド会社の日本銅貿易について
の研究は、モノからのアプローチであった。
一方、本研究は、代表年を選ぶ形で、アジア
間貿易の全体像をパイロット・スタディー的
に把握する試みであった。そのため、今後は、
特定の一地域を選び、アジア間貿易や世界貿
易の構造を考察することが、本来の研究目的
である、世界が本格的な工業化・植民地化の
時代にはいる直前期である 18 世紀における
日本を含むアジア経済の実態解明に貢献し
うるのであろうと思われる。 
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